<Translation>Juristenausbildung in Deutschland by ジン ザンドラ & 滝沢 誠[訳]
Ⅰ．はじめに
ドイツ連邦共和国においては，非常に安定した法制度は信頼されているといえる。
この信頼性は，とりわけ，高度な司法の独立性と透明性に起因している。これに，
法の発展への実務の絶え間ない対話を進める学問が加わる。それに加えて，見過ご
すことができないものは，ヨーロッパの影響である。この影響は，とりわけ，EU
構成国に対して持ち込まれ，それゆえに，国内法の発展の原動力となっている。
ドイツにおけるこの高い職業資格に裏付けられた法制度は，確実に法曹教育に
おける高いレベルの水準に起因する。確かに，この法学教育は，長期間の大学に
おける学習には属しないものの，いわゆる法曹になるための準備実務勤務
（Vorbereitungsdienst），第二次司法修習の段階と関連するものの，正式な法曹とし
ての業務（裁判官，検察官または弁護士）になることができるために，少なくとも
６年間は大学で，その後は実務で研鑽をつまなければならない。
本講演では，みなさまにドイツにおける法曹教育の認識及び概要を紹介し，統計
上のデータから始めたい。その後，私は，ドイツの法曹の理想像に言及し，大学教
育（第一次法学教育段階）の概要を，そして，準備実務勤務・レフェレンダール
（試補。第二次教育段階）の概要を紹介する。
Ⅱ．統計データ
法学教育は多くの大学生によって選択される学科（Studiengängen）に属する。
これによって法曹としての広い活躍の場が開かれうると考えられている。なぜなら，
既に言及した正式な法曹としての業務のほかに，大企業での活躍の可能性も提供さ
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れているからである。このことは，多数の卒業生の数が存在することを意味してい
る。つまり，2010年には，法律学を主たる専攻とする約70,000人もの学生がドイツ
の大学で学んでいる。そのうちの半数以上は女性である。当時は，それらの大学生
は，850人の大学教授が勤務する40の法学部に分散して在学している。とりわけ，
16,500人の司法修習生がその準備実務勤務を終えている。
たいていの卒業生及び司法修習生は，二段階における法学教育の後には，弁護士
として活躍をする。弁護士数の観点からは，このことは，非常に明らかとなってい
る。すなわち，2013年には，ドイツにおいては，160,880人の弁護士が許可を受け
ている。それに反して，検察官は約5,000人であり，裁判官は約20,500人が活動して
いた。裁判官または検察官として活躍するためには，弁護士活動の場合とは異なり，
法学教育における一定の資質が証明されなければならない。この特別な資質は，評
価によって計られる。それぞれの州によって相違はあるものの，０点から18点の点
数段階（Punkteskala）のうち，公務員となるには，８点と９点が求められている。
従って，大学レベルでの法学教育とその後の司法修習においては，第一次及び第
二次司法試験に合格することが重要ではなく，むしろ後の職業領域に関して要求さ
れる質的の高い教育が問題となっている。このことは，初めに述べたように，確実
にドイツの法システムが高い水準を示していることの一つの理由である。
Ⅲ．法曹教育の理想像
１．Der Einheitsjurist（法曹一元）
ドイツの法曹教育を特徴づける基本的な考え方に，いわゆる法曹一元
（Einheitsjuristen）というものがある。法曹一元の概念について既に述べたように，
第二次司法試験までに，本質的には統一的な法曹育成がなされる。法曹育成，すな
わち，大学における法学教育，また，司法修習においては，弁護士，裁判官，検察
官または経済活動に向けられた職業特有の教育が提供される。むしろ，基本的には，
全ての法曹としての職業に就くことのできる資格を有する者は，２回の国家試験に
合格をしている。第一次試験に合格した後には，既に，例えば，企業の法務部にお
いて働くことができる。しかし，弁護士，裁判官または検察官として働くことがで
きるためには，第二次国家試験に合格しなければならないのである。
２．法学教育の二段階制
既に言及したように，全ての法律業務への活動の入り口となるドイツの法曹養成
304 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
は，２つの段階に分けられる。第一段階は，第一次試験に合格することで終了する
大学における法学教育である。大学における法学教育は，各州の管轄である。ドイ
ツ連邦共和国の連邦構造ゆえに，従って，ドイツ連邦共和国の個々の州には法学教
育に関する様々な州法が存在している。もちろん，これらは完全には異なったもの
ではない。むしろ，これらは，基本的な前提（Grundannahme）は類似している。
第二段階においては，いわゆる準備実務勤務またはレフェレンダリアートであり，
これは，第二次司法試験の合格によって終了する。
両方の司法試験においては，国家による試験という形式で行われるので，第一次
試験においては，大学教授が参加するだけではなく，実務家，すなわち，裁判官，
検察官，裁判官さらには行政官も参加する。第二次国家試験においては，とりわけ，
実務家から出題がなされる。
司法試験は国家により実施される。これをその時々の州司法試験管理局
（Landesjustizprüfungsamt）が監視している。この管理局は，抽象的には州法によ
って命名されている試験内容が具体的になる（例えば，試験問題）ようにすること
も取り計らう。この法曹教育と司法試験の分離は，理論的には全く問題がないわけ
ではない。というのも，法学部は，カリキュラムの設置によって学習の内容を近づ
けることができるものの，試験内容を定める権利は有していない。けれども，実務
においては，このことはほとんど影響していない。この点では，大学教授は試験問
題の作成および解答につき，また，司法試験の口述試験に協力することによって，
試験内容をともに具体的に形成されることが求められている。
大学の授業を実施する際には，個々の大学教授は自由にその授業内容を定める
ことができる。これは，教育と研究の自由を保障するボン基本法５条３項によって
保障されている。博士号の取得は，第一次司法試験とは結びついていない。もっと
も，ドイツには，他の学位，すなわち，いわゆる法学士（Diplom Juristen）を授与
する学部がいくつかある。このことは，とりわけ，フランクフルト・オーデル大学
及びオスナブリュック大学法学部にあてはまる。この目的は，競争力をつけるため
である。
もちろん，様々の法学部においては，さらに卒後のコースを履修し，様々な修士
号を受けることができる。例えば，オスナブリュック大学においては，経済刑法ま
たは税法の修士号を取得することができる。
しかしながら，法学の領域における修士及び学位制度の導入は，完全には広まっ
ていないといえる。このことには理由がある。まず第一に，学士号の取得が第一次
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司法試験と結びついていないことがあるものと思われる。このことは狭義の法曹
（弁護士，検察官及び裁判官）の職業への道が開かれていないことも意味する。そ
のような学士号においては，既に他の領域で教育を受けた者に対するさらなる教
育を提供すべきという経済界における要請が問題となっている。実際のところも，
いくつかの営利企業には，例えば，金融部門においては，一定の従業員が法制度
に対する知識も有していることが求められている。ここでは第一次試験よりも狭
い範囲での法学教育が，市場において開設されうることになる。もっとも，オスナ
ブリュック大学においては，学士号を取得する卒業生の数は少ないので，新しい動
き（Durchbruch）とはいえないであろう。従って，法的な枠組みにおいては，学士
及び修士制度はまだ確固たる地位を占めているものではないということになろう。
いくつかの学部においては，外国で卒業をした学生が学位を受けることのできる
可能性がある。これは，一般に，修士号（Magister Legum）といわれている。この
学位の詳細は，個々の法学部の学則で定められている。
法学，法律学（Jura/Rechtswissenschaft）という学科（Studiengang），あるいは，
既に述べたように，法律学の学士課程が，ドイツの法学部におけるそれぞれの学習
の中核を提供している。これらの全てのコースは，第一次司法試験に結びついてい
る。少し前から，法学部は，学習を二段階に分ける方向で推移してきている。すな
わち，基本教育（Grundstudium）と重点教育（Schwerpunktstudium）の２つであ
る。このことは，一方では，学習の際に得られた成果及びそれぞれの法学部の特色
をより強く第一次試験に反映させようとする背景によってなされている。他方では，
学生の特色をより早い段階で区分けさせようとするものと言われている。それに
応じて，今日では，第一次試験（第一次国家試験）は州による義務的な試験（ニー
ダーザクセン州では70％）と大学の重点領域（ニーダーザクセン州では30％）に分
けられる。この割合の配分は，それぞれの州法の多様性ゆえに，州によって異なる。
州の義務的な試験は，個々の州によっては統一的である。私法及び刑法並びに公
法の基礎領域（Kernbereich）に関連する。この試験は，論述式試験と口述試験か
らなっている。
大学における重点領域の試験の基礎は，それぞれの大学の包括的な重点教育のプ
ログラムを構成している。オスナブリュック大学法学部では，その重点教育の試験
は，口頭によってなされなければならない学生の報告，及び，その後の口述試験か
ら構成される。さらに，個々の重点領域は，必修科目における補充的及びより深い
知識並びに学際的及び国際的な法の特徴の理解に資する。オスナブリュック大学法
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学部では，学生は８つの様々な重点領域を選択することができる。それぞれの領域
は，３つの必修科目が設置されている。その上に，学生は，それぞれの重点領域に
おいて，選択科目群のなかから１つの基準（Kanon）を選択することができる。オ
スナブリュック大学法学部は，ヨーロッパ及び国際法，並びに，経済法及び経済刑
法という重点領域があることで，国外からも好評を得ている。
授業カリキュラムの中心には，依然として，講義がある。それぞれの学期の最初
には，100人を超える学生が基本科目の講義を義務的に聞くことは珍しくはない。
このことは，学生個人の関心によりテーマを選択することのできる重点領域の学
習において，異なることになる。ここでは，50名までの小さなグループで授業が行
われる。
基本科目の講義では，いわゆる共同研究グループ（Arbeitsgemeinschaft）が提供
される。ここでは，学生の少人数のグループにまとめられる。この小さなグループ
においては，学術助手（wissenschaftliche Mitarbeiterinnen und Mitarbeiter）及び
上級学術助手（die akademische Räte）が講義内容をより深く教える。彼らは，学
生ともに，とりわけ，ドイツ刑法にとって典型的な事案処理を担当する。そこでは，
実務上生じる事案の解決にとって必要な既に得られた能力を適用できるようにする
ことが重要とされている。
講義とともに，基本教育の中には，民法，公法及び刑法の問題演習（Übungen）が
提供されている。この問題演習という授業においては，学生は，実務上生じる事例に
法を適用する能力を習得する。ここでは，とりわけ，授業外の起案（Hausarbeiten）
を作成することになる。
第三の授業形態として，いわゆる専門演習（Seminar）がある。ここでは，学生は，
自身に与えられたテーマを学問的に検討する機会が与えられる。この研究の成果は，
20～30頁の分量で作成され，それが添削され，口頭による報告とその後の議論がな
される。ゼミナールに参加することは，多くの学部においては，重点領域における
学生のレポート（Studienarbeit）を作成することができる前提条件とされている。
とりわけ，学生は授業が実施されない期間（いわゆる学期休み）において，全体
として少なくとも３ヶ月にわたって，裁判所及び行政機関で実習をしなければなら
ないことが定められている。この実務修習の期間には，法律家として活躍していく
（Rechtsleben）ための認識が得られるといわれている。
法学教育における新入生の数が増加していることから，近年では，法学部の中に
は，いわゆる中間試験（Zwischenprüfung）を導入しているところもある。この中
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間試験によって，第一次試験の前に，法曹としての適性のない者の大部分を早期の
段階で選別するフィルターが構築されることになる。もちろん，このフィルターの
メカニズムは，質を保障するための単なる一つの手段にしか過ぎない。
法学部は，国際化の発想に巻き込まれている。それゆえ，いくつかの法学部では，
専門に特化した外国語教育を提供している。これは英語に限られるわけではなく，
むしろ，フランス語，スペイン語といった他の外国語のコースが提供されている。
オスナブリュック大学法学部でも，内容が豊富な外国語のコースが提供されている。
日本語については，残念ながら，聞き及んでいない。
さ ら に ， ヨ ー ロ ッ パ 連 合 の い わ ゆ る エ ラ ス ム ス 交 換 留 学 プ ロ グ ラ ム
（Erasmusaustauschprogramm）を通じて，学生は，類のないそして登録費用の出
費なしに（ohne administrativem Aufwand），選択した外国の法学部に在席し学ぶ
ことができる。さらに，それぞれの学部は，外国における他の学部とともに，エラ
スムス交換留学の協定（Erasmuspartnerschaftsvertrag）を締結することも必要と
なっている。
大学における法学教育は，そこでの学習の全てが対象とされている第一次司法試
験（第一次試験）に合格することで終了する。この試験は，８つか９つの起案と口
述試験に分けられる。第一次司法試験は極めて厳格である。約３分の１の学生はこ
の試験には合格しない。この試験に落第した学生がさらにもう一度司法試験を受け
る場合にも，その半分は不合格となる。すなわち，このことは，第一次司法試験は
非常に強力な法曹の質を維持するためのフィルターであることを意味している。そ
れゆえに，学生もまたこの試験のために１年間準備をする。この準備段階は，多く
の学生にとっては，非常にストレスがたまるし時間がかかるものである。成績評価
はドイツにおいては極めて慎重である。最も優秀な評価（sehr gut）は，実際のと
ころは，ほとんど存在しない。秀の評価（gut）はせいぜい合格者の3%ほどである。
優秀の評価（vollbefriedigend）はさらにおよそ10％ほどである。それゆえに，この
評価は，第一次試験の後に進む平均以上の資格付与（Qualifikation）としての証明
書となる。それゆえに，また，この合格という評価（特に，優秀（vollbefriedigend））
は，たいていの州では裁判官になるための条件とされるいわゆる質を保証する試験
（Prädikatsexamen）と結び付けられることになる。
Ⅳ．法曹になるための準備実務勤務／レフェレンダリアート
法曹になるための準備実務勤務またはいわゆるレフェレンダリアートは，有資格
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法曹，裁判官資格取得者（Volljurist）になるための第二段階の教育である。この教
育部分は，約２年間続く。この間に，司法修習生（Anwärter）は，通常，レフェレ
ンダールという職業上の関係地位（Dienstbezeichnung）を取得する。この期間は，
州により給与が支払われる。この教育は，第二次国家試験の合格によって終了する。
従って，この権利は，司法官試補（Rechtsassessor）に続く職業上の地位と結びつ
いている。
レフェレンダールは，様々な段階に分けられる，すなわち，レフェレンダールの
期間の間に，それぞれ数か月の様々な法領域において実務的な教育を受けることに
なる。これは，簡易裁判所（Amtsgericht）または地方裁判所（Landesgericht）にお
いて行われる。その後，司法修習生は，刑事修習（Strafstation）において実務的な
能力を得ることになる。これは，検察庁または刑事裁判所において実施されうる。
その後，行政修習（Verwaltungsstation）が実施される。州法によって，行政裁
判所，公務所または追加学習としての行政学のためのドイツの大学において（an
der Deutschen Hochschule für Verwaltungswissenschaften als Ergänzungsstudium）
実施される。弁護士の業務としての多くの重要性があることから，４番目の段階で
は，弁護士の下で修習が行われる。最後の段階が選択修習（Wahlstation）である。
ここでは，司法修習生は，外国も含めた教育施設（Ausbildungsstätte）で行うこと
もできる。
司法修習の期間には，司法修習生は，はじめて，その期間の中で得られた法的な
知識を現実の具体的な事案で適用する機会を得ることになる。
民事修習では，一度みずから口頭弁論を行うことができ，検察庁における司法修
習の期間には，刑事裁判所での審理に同席することができる。弁護修習の期間には，
司法修習生は，弁護強制とならない事件においては，例えば，依頼人との対話に参
加する機会あるいはまた裁判所における審理に加わることができる。
司法修習生の実務的な活動は，民事，刑事及び行政法の領域におけるいわゆる共
同研究グループによって行われる。ここでは，特に，訴訟法の領域における理論的
な知識が伝えられる。とりわけ，既に法学教育により得られ，また法実務的な問題
に適用できる知識がより深く得られることになる。
レフェレンダリアートは第二次国家試験の合格によって終了する。既に明らかと
なったように，再び州法が関係する。第二次国家試験は，弁護修習の終了の際に作
成するより長期間の５時間の起案からなる。選択段階の後，口述試験が実施される。
口述試験の内容は，民法，刑法及び行政法の領域から出題される。特に，口述試験
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には，選択科目が加わる。
Ⅴ．むすび
尊敬するみなさま，個々では，ドイツにおける法学教育の概要を紹介することで，
非常に複雑な法学教育の領域について認識をお伝えすることができた。法学部は，
教育内容と特殊化を形成するなかで大きな裁量があるものの，全ドイツにおける法
学教育の水準は，どの州でも同様に高いものである。
〔訳者後記〕本稿は，2014年３月26日に，専修大学法科大学院FD委員会，専修大
学法学研究所，専修大学今村法律研究室共催で開催されたザンドラ・ジン博士
（Dr. Sandra Sinn）の講演「ドイツにおける法曹教育」（Juristenausbildung in
Deutschland）の原稿を翻訳したものである（一部，読者が理解しやすいように意
訳をした箇所もある）。この場を借りて，本公演のご準備に労を取って下さった先
生方，ご参加くださった多くの先生方，とりわけ，当日のご司会を快くお引き受け
くださった法学部小川浩三先生にお礼を申し上げる。
ここで，ジン博士の略歴を紹介する。ジン博士は1981年に生まれ，ドイツ連邦共
和国・ヘッセン州のギーセンにあるユストゥス・リービック大学（Justus-Liebig
Universität Gießen）で法律学を学び，2011年には，研究奨学金を得て，ヴァルター・
クロップ教授（Prof. Dr. Dr. h.c. Walter Gropp）の指導の下で，「国境を越えて活動
する秘密捜査官の可罰性」（Strafbarkeit grenzüberschreitend operierender
verdeckter Ermittler）というテーマの博士論文で博士号を取得した。2010年には第
二次国家試験を受験し，現在は，刑事裁判官として，ノルトホルン簡易裁判所
（Amtsgericht Nordhorn）に勤務している。
近年のわが国においては，法科大学院の乱立及び司法試験の合格率の低下に伴い，
法科大学院制度に対して強い批判が加えられるようになり，さらに法学部にもその
影響が生じてきているとされている。このようななか，ドイツにおける法曹教育の
概要を紹介する本公演が行われたことは意義があるものと考えられる。
本公演及びそれに引き続く演者と参加者との間での質疑応答においては，ドイツ
においても，社会の変化に伴い，従前の法曹教育制度を改革しているものの，依然
として司法試験の受験には大きなプレッシャーがつきものであることが明らかとな
った。わが国においては，司法試験法の一部を改正する法律（平成26年法律第52号）
によって，法科大学院の課程を修了した者がその修了の日後の最初の４月１日から
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５年を経過するまでの期間に受験することができることになったが，ドイツにおい
ては２回しか司法試験を受験するチャンスが与えられておらず，その意味で，わが
国における場合と比べて，そのプレッシャーはより大きくなることが推測される
（なお，ドイツの第一次司法試験においては，憲法，民法，刑法といった科目にウ
エートが置かれ，民事訴訟法，刑事訴訟法といった科目は第二次国家試験において
より大きなウエートが置かれる傾向にあること，ドイツの第一次司法試験の問題は
公表されていないといった点も考慮する必要もあろう）。
また，ドイツにおいても，既に法学教育の段階において法曹としての適性のない
学生が存在していること，及び，司法試験に合格できなかった学生が存在すること
が明らかとなった。ドイツの一部の大学では，中間試験（質疑応答で問題となった
が，ここにいう中間試験とは，一定の年次に統一的な試験実施するというものでは
なく，一定の年次までに必要な講義科目の試験を受け，それらの試験に合格したこ
とを証明する書類を揃えてから，さらに高次の学年の配当科目を受講することがで
きるというもの）を実施することで，実質的には，法曹としての適性のない学生に
対しては，別の道に進路変更をすることを促しているが，法学教育という制度とい
う枠組みの中では，司法試験に合格できなかった学生については，何らのサポート
が提供されていない。このことは，ドイツ，さらには，西欧社会が自由意思，自己
責任というものを重んじているという一つの文化的な背景によるものとも考えられ
る。わが国においても，法科大学院制度及び司法試験制度に対する議論が活発に行
われているが，ドイツの法曹制度を肯定するか否定するか否かに関わらず，本稿が
なんらかのかたちで参考となれば幸いである。
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